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 第１章 総 則 

１ 豊橋市消防団ビジョンの目的 

 
豊橋市消防団は、1949（昭和 24）年 7 月に発足し、今年で満 75 年を迎える非常勤の消

防機関です。消防団は、地域住⺠で構成され、消防本部や消防署はもちろん、地域の⾃主
防災組織などさまざまな団体と連携しています。消防団員は、別に生業を持ちながらも、
平常時や非常時を問わずその地域に密着し、火災などの各種災害への対応をはじめ、地域
住⺠の安全確保に努めています。 

このような中、昨今では、地域住⺠の連帯意識の希薄化や就業形態の多様化など社会情
勢の変化により消防団の体制の維持が困難な状況になっています。 

一方で、発生が危惧される巨大地震や、大規模な⾃然災害に迅速に対応するためには、
地域に密着した消防団の活動が⽋かせず、消防団に対する市⺠からの期待は年々⾼まって
います。 

そこで、豊橋市は、豊橋市消防団の目指すべき将来像を明確化し、地域、行政など消防
団に関わるすべての人と消防団がともに、その実現を果たすことを目的として「豊橋市消
防団ビジョン」を策定します。 

 

２ 豊橋市消防団ビジョンの位置づけ 

 
豊橋市消防団ビジョンは、「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」

の目的や基本理念を反映し、豊橋市の最上位計画である「第６次豊橋市総合計画」に沿っ
て策定するものであり、豊橋市消防団に関する中⻑期的な指針として位置づけます。 
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３ 豊橋市消防団ビジョンの期間 

豊橋市消防団ビジョンの期間は、「第６次豊橋市総合計画」に沿って設定し、2030（令 
和 12）年度を目標年度とします。 
 

 
 
 

４ 豊橋市消防団組織等改善協議会の開催について 

豊橋市消防団組織等改善協議会（以下「協議会」という。）は、時代の変容にあわせて
15年ごとに開催され、消防団の組織編制や消防団活動のあり方などに関し、広く市⺠の意
⾒を反映させ、協議及び検討を行い、その結果を意⾒書として取りまとめ市⻑へ提⾔をし
てきました。先人たちが創設した15年ごとに行う改善のプロセスは、豊橋市消防団組織の
礎となっています。 

2022（令和４）年度に開催された第５回の協議会は、社会情勢の変化により消防団の体制
維持が困難となる中での開催となりました。協議会からは、今後の豊橋市消防団のあり方と
して、持続可能な消防団組織の構築を進める一方で、地域防災力のさらなる向上を図ること
が意⾒書として取りまとめられ、市⻑へ提⾔されました。 

なお、今後の協議会は、次期ビジョン策定時期にあわせて開催していくこととします。 
 
 
 
 

年度 
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(R3) 

2022 
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2023 
(R5) 

2024 
(R6) 

2025 
(R7) 

2026 
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2027 
(R9) 

2028 
(R10) 

2029 
(R11) 

2030 
(R12) 
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５ 豊橋市消防団ビジョンの策定方針 

豊橋市消防団ビジョンの策定に当たり、次の視点を基本的な考え方としました。 
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第２章 消防団について 

１ 消防団とは 

消防団は、豊橋市消防団条例によって設置される非常勤の消防機関であり、その構成員で
ある消防団員は、別に生業を持ちながら、権限と責任を有する非常勤特別職の地方公務員と
して、「⾃らの地域は⾃ら守る」という精神に基づき、消防活動を行っています。消防団の
構成員は地域住⺠であるため、地域の理解と協力が得られなければ消防団組織の存続その
ものが困難となります。 

 

 

 

 

 

２ 豊橋市消防団の概要 

豊橋市消防団は、条例定数を 1,230 名として、各地域において分団を編制し、多様な活動
を担っています。 
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３ 豊橋市消防団の組織体制 

豊橋市消防団は、８方面隊 53 分団 77 部で組織されています。分団は、すべての小学校
区に配置しており、消防署所を管轄にした八つの方面隊に分けています。また、女性分団は、
豊橋市全域で一つの分団を編成しています。 

分団の編制単位については、１小学校区に１分団１部の原則がありますが、地域の実情に
応じて複数の部を設け、消防団施設（器具庫・詰所）を追加することができます。分団にお
ける定数の算定基準は、１分団１部 17 名であり、１部増やすごとに 10 名を加算した人員
となっています。なお、女性分団における定数の算定基準も原則の１分団１部 17 名となっ
ています。 
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４ 豊橋市消防団の活動 

 
災害時の活動は、火災現場での消火をはじめ、地震や風水害といった大規模災害発生時の

救助・救出、警戒巡視、避難誘導、災害防ぎょなどさまざまです。 
また、平常時の活動として、応急手当の普及啓発や火災予防広報、地域における防火・防

災指導など災害活動以外においても、幅広い活動を行っています。 
豊橋市消防団では、多様な活動を担う基本団員と、基本団員が行う災害対応を補完する役

割として機能別団員がいます。また、基本団員の中には、女性のみで組織する女性分団があ
りますが、消防団器具庫や車両等を配備していないことから、災害対応には従事していませ
ん。 
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過去地震最大モデル（地震） 理論上最大想定モデル（地震） 

出典/豊橋市 「防災ガイドブック 令和５年２月改訂」 

第３章 豊橋市消防団を取り巻く情勢 

１ 災害について 

（１）火災 

   

 

 

 

 

（２） 地震・津波 
 豊橋市では、南海トラフで発生する地震・津波を想定した「豊橋市南海トラフ地震被害予
測調査」を実施しています。地震・津波は想定が多岐にわたることから、正確な予測が困難
ですが、効果的な防災・減災対策の実施につなげていくため、「過去地震最大モデル」と「理
論上最大想定モデル」の二つのモデルケースによる被害予測調査を実施し、小学校区ごとに
被害量を算出しています。 

 

 

 

 

 

 

 

火災件数は、第４回の協議会が開催さ
れた 2007（平成 19）年から比較すると
約 40 パーセント減少しています。 
 一方で、次にあるように、地震や風水
害など大規模災害の発生が危惧されてい
ます。 
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過去地震最大モデル（津波） 理論上最大想定モデル（津波） 

洪水浸水想定区域 高潮ハザードマップ 

出典/豊橋市 「防災ガイドブック 令和５年２月改訂」 

出典/豊橋市 「防災ガイドブック 令和５年２月改訂」 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（３）風水害 
 洪水浸水想定区域は、大雨による洪水で堤防が決壊した場合に浸水すると想定される範
囲を河川ごとに色分けして表示したものです。 

⾼潮ハザードマップは、⾼潮時の河川における洪水の流下を考慮し、海岸線だけでなく河
川においても⾼潮の影響を受けて水位が⾼くなっている状況での氾濫を想定するとともに、
堤防等の全ての防護施設は、外力が設計条件に達した段階で決壊することを基本とするな
ど、最悪の事態を想定しています。 
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２ 豊橋市の人口見通しについて 

（１）豊橋市の人口の推移 
人口の推移は、2010（平成 22）年をピークに減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020（令和 2）年以降はコーホート要因法による推計値        出典/豊橋市 「第６次豊橋市総合計画」 

 

（２）豊橋市の年齢階層別人口構成比の推移 
年齢階層別人口構成比の推移は、年少人口と生産年齢人口の割合は減少し、老年人口は

増加しています。 
 

 

 

 
 
 

 

 

 

※小数点以下第２位を四捨五入して算出したため、個々の値の合計が 100 にならない場合があります。        

出典/豊橋市 「第６次豊橋市総合計画」 
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３ 豊橋市消防団の状況 

（１） 豊橋市消防団員数の推移 
 消防団員の定数と実員の推移は、第４回の協議会が開催された 2007（平成 19）年度か
ら比較すると、かい離が生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 豊橋市消防団員の被雇用者化の推移 
2022（令和４）年における豊橋市消防団員の被雇用者構成比率は、75.6 パーセントとな

っており、全国平均の 73.7 パーセントを上回っています。2007（平成 19）年度から比較
すると被雇用者の占める割合は増加しています。 
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o

o

o

o
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（15 条） 

（16 条） 

（２）基本的施策 
▶ 消防団の強化等 

o 消防団が将来にわたり地域防災力の中核として⽋くことのできない代替性のない存在で
あることに鑑み、消防団の抜本的な強化を図るため必要な国及び地方公共団体の措置義
務（８条） 

o 消防団の強化に関する具体的措置 

  消防団への加入の促進のため必要な国及び地方公共団体の措置義務（９条） 

  公務員の消防団員との兼職に関する特例（10 条） 

  事業者・大学等の協力（11 条・12 条） 

  消防団員の処遇の改善のため必要な国及び地方公共団体の措置義務（13 条） 

  消防団の装備の改善及び消防の相互応援の充実のため必要な国及び地方公共団体の措
置義務（14 条） 

  消防団の装備の改善に対し必要な国及び都道府県の財政上の措置に関する努力義務 

  消防団員の教育訓練の改善及び標準化等のため必要な国及び地方公共団体の措置義務 

▶ 地域における防災体制の強化 

o 防災に関する指導者の確保・養成・資質の向上、必要な資機材の確保等に関する市町村
の努力義務（17 条）  

o ⾃主防災組織等の教育訓練において消防団が指導的役割を担うための措置に関する市町
村の努力義務（18 条） 

o ⾃主防災組織等に対する国及び地方公共団体の援助（19 条・20 条） 

o 学校教育及び社会教育における防災に関する学習の振興のために必要な国及び地方公共
団体の措置義務（21 条） 

５ 豊橋市消防団の課題 
豊橋市消防団の取り巻く情勢などから以下の項目を課題として捉えています。 
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 第４章 豊橋市消防団の目指すべき将来像 

１ 将来像 

 
消防団が持つ機能と特性として「普遍性」「地域密着性」「即時対応力」「多面性」「要員

動員力」などがあります。これらを有した消防団は、地域防災の要であり、常備消防とと
もに「公助」を担いつつ、地域における「共助」の一翼を担う存在です。 

第６次豊橋市総合計画に掲げられた「命の安全、心の安心が確保されたまち」や「消防
団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」の基本理念を実現するためにも、消
防団は、将来にわたり地域防災力の中核として⽋くことのできない存在であり、非代替的
な組織として持続させなければなりません。 

そこで、協議会からの意⾒を尊重しながら、豊橋市消防団を取り巻く情勢を勘案し、
2030（令和 12）年度に目指すべき将来像を次のとおりとします。 
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２ 目標 

 
目指すべき将来像を実現するため、次の二つの目標を掲げます。 
 
 
 
 

 
地域防災力の中核を担う消防団を持続させる必要があります。 
 

 

 

 
地域防災力の中核を担う消防団を効率的に強化する必要があります。 
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第５章 将来像を実現するための取り組み 

１ 取り組み体系 
 
地域、行政など、消防団に関わるすべての人と消防団が、ともに同じ方向を向いて取り

組みを行う必要があります。 
そこで、取り組みの主体を示し、三つの方針に沿って、それぞれの重点施策を体系的に

講じていくことで、目指すべき将来像の実現を果たします。 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
消防団 
 

 
消防団・地域・行政 

 

取 り 組 み 方 針 

重点施策と取り組みの主体 

組 織 の 再 編 制 

■消防団員条例定数の適正化 

■分団（部）の再編制 

 
 

 
 
 
 

消防団・地域・行政 
 

 
消防団・地域・行政 
 
 
行政 

 

重点施策と取り組みの主体 

取 り 組 み 方 針 

消防団への加入促進 

■消防団加入促進事業の推進 

■地域との相互理解による連携強化 

■消防団員の処遇改善 

 
 

 
 
 
 

消防団・行政 
 

 
消防団・地域・行政 
 
 
行政 

 

 取 り 組 み 方 針 

消 防 団 活 動の 適 正 化 

重点施策と取り組みの主体 

■負担軽減と教育訓練の強化 

■役割分担と多様な担い手の確保 

■消防団の装備の改善 

目 標 

将 来 像 
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２ 持続可能な消防団組織の構築に向けて 
 

持続可能な消防団組織の構築を図るため、「組織の再編制」及び「消防団への加入促
進」の二つの取り組み方針をたて、それぞれの取り組み主体が重点施策を実施します。 

定量的な指標は「消防団員の充足率」とします。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
取り組み方針 組織の再編制  

 
組織の再編制について、次の二つの重点施策に取り組みます。 
留意点として、消防団の沿⾰、地域の住⺠意識及び消防団の⼠気を⼗分に尊重しなが 

ら、柔軟に再編制します。 
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  今後は、１分団１部当たりの消防団員条例定数の算定基準を 15 人とします。 
  活動隊の編制は、平均出動人員や初期消火の基本動作を養うポンプ操法の編制人員など 

を参考に、５人を基本とします。 
  火災や地震発生直後など、初動に重点を置く災害対応時には、15 人に対して参集を行い 

ます。 
  ⻑時間の活動が求められる場合は、消防団員の健康面などを考慮すると、一定時間での 

交代が必要であるため、活動隊の５人を３交代する運用を行います。 
  部については、引き続き１部につき 10 人とします。 

 

重点施策 消防団員条例定数の適正化 取り組みの主体 消防団 

  現状 

  消防団員条例定数の算定基準は、過去の協議会の提⾔により、火災における活動人員 
として１分団１部17人としています。 

  過去５年の平均出動人員は、１分団１部あたり約５人となっています。 
  53分団のうち、約４割に当たる22分団が⽋員となっています。 
  市⺠・消防団員アンケートでは、地震や風水害などの大規模災害での活動も期待され 

ています。 

  方向性 

１分団１部における消防団員条例定数の算定基準の適正化を図ります。 

  主な取り組み 
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  分団の編制は、引き続き１小学校区１分団１部を原則とします。 
  複数の部を設置している分団については、１分団２部までを上限として部の集約を行い 

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  分団（部）の再編制に応じて、計画的に施設の保全を行います。 

 

重  
重点施策 分団（部）の再編制 取り組みの主体 消防団・地域・行政 

  現状 

  分団の編制は、１小学校区１分団１部を原則としています。 
  分団によっては、歴史的な経緯と地域の実情などから複数の部を設置しています。 
  複数の部を設置している17分団のうち、半数を超える9分団が⽋員となっています。 
  消防団員アンケートでは、複数の部を設置する分団に属する団員からは、部の統廃合 
 及びその検討を求める声が多く、「現状維持」を上回っています。 
  豊橋市における地域コミュニティの範囲は、小学校単位となっています。 
  消防団施設（器具庫・詰所）の 76 施設のうち、約２割に当たる 18 施設が保全を行っ 

ています。 

  方向性 

  地域の実情に合わせ、効率的な分団（部）の再編制を推進します。 
  計画的に施設の保全を行います。 

  主な取り組み 
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  引き続き、消防団と地域が協議を重ね相互に協力していきます。 
  消防団の負担を軽減するため、消防団が担う地域活動の⾒直しを地域に働きかけます。 

 

 

重点施策 地域との相互理解による連携強化 取り組みの主体  

  現状 

  消防団員アンケートでは、災害対応以外で負担に感じている活動として、団員勧誘活 
動をあげています。 

  消防団員アンケートでは、団員確保の方法として「⾃治会の協力を得る」が最も多い 
回答となっています。 

  消防団は、地域住⺠が主体となる組織であり、災害対応などの消防活動のほか、各地 
域においても多様な地域活動に参加するなど双方に従事しています。 

  方向性 

地域との連携をより強固にしつつ、消防活動のほか地域活動を担っている消防団の 
負担を軽減します。 

  主な取り組み 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防団・地域・行政 
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  国が定めた「非常勤消防団員の報酬等の基準」に準じて、2023（令和５）年度から出動報 
酬を新設し、支給を開始しています。 

  今後も、国等の動向も注視しながら、消防団の担う活動に応じた報酬や手当等の処遇の 
改善を図っていきます。 
 

 

重点施策 消防団員の処遇改善 取り組みの主体 行政 

  現状 

  「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」第13条には、国及び地方 
公共団体は、消防団員の処遇の改善を図り、活動の実態に応じた適切な報酬・手当の支
給がされるよう、必要な措置を講ずることが規定されています。 

  市⺠・消防団員アンケートでは、「報酬及び手当の改善が入団確保につながる」と回 
答しています。 

  方向性 

消防団の担う活動に応じた適切な処遇を行うように努めます。 

  主な取り組み 
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３ 地域防災力のさらなる向上に向けて   
 

地域防災力のさらなる向上を図るため、「消防団活動の適正化」を取り組み方針とし
て、それぞれの取り組み主体が重点施策を実施します。 

定量的な指標は「消防署研修の受講率」と「多機能型車両の配備率」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取り組み方針  消防団活動の適正化  

消防団活動の適正化について、次の三つの重点施策に取り組みます。 
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重点施策  

  教育訓練の強化の主な取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  消防団の教育訓練の基準を明確化した「豊橋市消防団教育訓練方針」に基づき、教育訓 
練を実施します。 

  災害現場で消防団が担う活動を想定し、配備されている装備を全消防団員が活用できる 
ことを目的とした「消防署研修」を、年間を通じて計画的に実施します。 

  教育訓練をより効果的かつ効率的に行うため、消防署研修における指導の様子やポイン 
トを動画としてまとめたeラーニングを活用していきます。 
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各校区に設置されている分団が、災害対応に注力していくためには、式典などの公的諸行
事や PR 事業などの活動の担い手の確保が必要です。現在、それらの活動を主として行って
いる女性分団について、名称の変更を検討し、多様な担い手を受け入れやすい体制を整えま
す。 

 
 

 
 
 

点施 
重点施策 役割分担と多様な担い手の確保 取り組みの主体  

  現状 

  基本団員は、災害防ぎょ活動のほか、訓練、式典などの組織的な公的諸行事、災害予 
防のための啓発活動、さらには、地域での防災訓練指導や応急手当指導など多様な活動
を担っています。 

  基本団員の活動を補完する機能別団員を導入しています。現在担っている役割は災害 
防ぎょ活動です。 

  方向性 

  消防団の負担軽減を図りながらも、地域防災力の向上を目指すために消防団が担って 
いる多様な活動において役割分担を行います。 

  今後の消防団の担い手としては、性別、国籍にとらわれないことや、担う活動に応じて 
定年の延⻑をするなど柔軟性を確保していきます。 

  消防団に新たな役割が求められる場合は、活動主体である消防団の声を聴きながら、機 
能別団員の充実を図っていきます。 

  役割分担と多様な担い手の確保の主な取り組み（女性分団） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防団・地域・行政 
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今後、多様な活動を想定し、各地域の中で⾃主防災組織を支える役割が期待できるもの
や、大規模災害発生時に備えるものなど、市⺠の期待に応えていく体制づくりを必要に応じ
て進めていきます。 
 
 
 
 
 

経験豊富な再入団者の受け入れ促進や、多様な活動が想定される広報・支援分団（仮称）
や機能別団員の担い手を確保するため、定年の延⻑を検討します。 

 

点施 

  役割分担の主な取り組み（機能別団員） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

施 

  多様な担い手の確保の主な取り組み 
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消防団員の安全を確保するため、装備の視認性や機能性の向上を図ります。 
 
 

施 
重点施策 消防団の装備の改善 取り組みの主体 行政 

  現状 

「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」第 14 条には、国及び地方 
公共団体は、消防団の充実強化を図るため、消防団の装備の改善など、必要な措置を講ず
ることが規定されています。 

  方向性 

国が示した基準をもとに、活動主体である消防団の声を聴きながら、消防団員の安全確 
保のための装備や、消防団に求められる役割に⾒合う装備の充実を図っていきます。 

  安全確保の主な取り組み 
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火災のほか、地震や風水害などの大規模災害に対応するため、救助資機材を積載できる多
機能型の車両を計画的に更新していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  災害対策の主な取り組み 
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豊橋市消防団ビジョン策定会議設置要綱 

（設置）  
第１条 豊橋市消防団ビジョン（以下「ビジョン」という。）を策定するため、  

豊橋市消防団ビジョン策定会議（以下「策定会議」という。）を設置する。  
 
（所掌事務）  

第２条 策定会議は、次に掲げる事項を所掌する。  
（１） ビジョン策定の方針及び重要事項の調整に関すること。  
（２） ビジョン原案の立案に関すること。  

 
（組織）  

第３条 策定会議は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長、副会長及び委員には、別表第１に掲げる職にある者をもって充てる。 

３ 会長は、策定会議を招集し、会議の議長となり、会務を総理する。  
４ 会長に事故があるときは、副会長がその職務を代理する。  
５ 会長は、必要と認めたときは関係者の出席を求め、意見を聴き、又は資料の提

出を求めることができる。  
 

（幹事会）  
第４条 策定会議に幹事会を置き、幹事長及び幹事をもって組織する。 

２ 幹事長、幹事には、別表第２に掲げる職にある者をもって充てる。  
３ 幹事長は、幹事会を招集し、会議の議長となり、会務を総理する。  
４ 幹事会は、第２条に掲げる事項について検討を行い、必要な資料を策定会議に

提出する。  
５ 幹事長は、必要と認めたときは関係者の出席を求め、意見を聴き、又は資料の

提出を求めることができる。  
 
（作業部会）  

第５条 策定会議に作業部会を置き、部会長及び部会員をもって組織する。 

２ 部会長、部会員には、別表第３に掲げる職にある者をもって充てる。  
３ 部会長は、作業部会を招集し、会議の議長となり、会務を総理する。  
４ 部会長は、第２条に掲げる事項について検討を行い、必要な資料を幹事会に提

出する。  
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５ 作業部会は、消防団員によって構成されたビジョン策定ワーキンググループと

連携し、消防団員の意見を聴くことができる。  
６ 部会長は、必要と認めたときは関係者の出席を求め、意見を聴き、又は資料の

提出を求めることができる。  
 

（事務局） 

第６条 策定会議の庶務は、事務局において処理する。  
 ２ 事務局は、消防本部総務課の職員をもって充てる。  
 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、策定会議の運営に関し必要な事項は、会長が

別に定める。 

 
附 則  

 この要綱は、令和５年６月１６日から施行する。  
 
 
 

 
別表第１（第３条関係）  
 策定会議  

役 職  職 名 等  

会 長  副 市 長 （ 杉 浦 副 市 長 ）  

副 会 長  消 防 長  

委 員  危 機 管 理 統 括 部 長  

〃  総 務 部 長  

〃  財 務 部 長  

〃  企 画 部 長  

〃  市 民 協 創 部 長  

〃  産 業 部 長  

〃  都 市 計 画 部 長  

〃  教 育 部 長  
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別表第２（第４条関係）  
 幹事会  

役 職  職 名  

幹 事 長  消 防 本 部 総 務 課 長  

幹 事  防 災 危 機 管 理 課 長  

〃  行 政 課 長  

〃  財 政 課 長  

〃  資 産 経 営 課 長  

〃  政 策 企 画 課 長  

〃  市 民 協 働 推 進 課 長  

〃  多 文 化 共 生 ・ 国 際 課 長  

〃  教 育 政 策 課 長  

 
別表第３（第５条関係）  
 作業部会  

役 職  職 名  

部 会 長  消 防 本 部 総 務 課 主 幹  

部 会 員  防 災 危 機 管 理 課 職 員  

〃  行 政 課 職 員  

〃  財 政 課 職 員  

〃  資 産 経 営 課 職 員  

〃  政 策 企 画 課 職 員  

〃  市 民 協 働 推 進 課 職 員  

〃  多 文 化 共 生 ・ 国 際 課 職 員  

〃  教 育 政 策 課 職 員  
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豊橋市消防団ビジョン策定の経過 

 

年 月 日 事項 内 容 

令和 5 年 5 月 12 日 第１回消防団策定ワーキンググループ開催  
・豊橋市消防団組織等改善協議会の結果について 
・ビジョンの策定趣旨について 

令和 5 年 5 月 24 日 第 2 回消防団策定ワーキンググループ開催  
・ビジョンの位置づけ、期間、取り組み内容につ
いて消防団の意⾒集約 

令和 5 年 6 月 6 日 第 3 回消防団策定ワーキンググループ開催  
・ビジョンの位置づけ、期間、取り組み内容につ
いて消防団の意⾒まとめ 

令和 5 年 6 月 29 日 第 1 回策定会議作業部会開催 
・これまでの経緯 
・ビジョンの素案について 

令和 5 年 7 月 19 日 第 2 回策定会議作業部会開催 ・ビジョンの素案について 

令和 5 年 8 月 18 日 第 3 回策定会議作業部会開催 ・ビジョンの素案まとめ 

令和 5 年 8 月 28 日 第 1 回策定会議幹事会開催 
・これまでの経緯 
・ビジョン（案）について 
・スケジュール（案）について 

令和 5 年 9 月 12 日 第 2 回策定会議幹事会開催 
・ビジョン（案）についてまとめ 
・今後のスケジュールについて 

令和 5 年 9 月 26 日 第 1 回策定会議 
・ビジョン（案）について 
・今後のスケジュールについて 

令和５年 10 月 20 日 第２回策定会議 
・ビジョン（案）について 
・今後のスケジュールについて 
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豊橋市消防団 
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